
意 見 書 案 提 出 書 

 

台湾の世界保健機関（ＷＨＯ）年次総会オブザーバー参加 

を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  山 口 貴 裕 

                 同         斉 藤 たかみ 

                 同         加 藤 ご う 

                 同         田 中 信 次 

                 同         綱 嶋 洋 一 

                 同         脇   礼 子 

                 同         楠   梨恵子 

                 同         古 賀 照 基 

                 同         青 山 圭 一 

                 同         佐々木 正 行 

                 同         梅 沢 裕 之 

                 同         竹 内 英 明 

                 同         松 崎   淳 

                  

 



 

台湾の世界保健機関（ＷＨＯ）年次総会オブザーバー参加を求める意見書（案） 

 

我が国と地理的にも近接する台湾では、２００３年の重症急性呼吸器症候群（Ｓ

ＡＲＳ）による深刻な打撃を受けた教訓を活かし、新型コロナウイルス発生直後

から、検疫の強化、ＩＴ技術を駆使したマスク等の物資の安定供給など、素早い

対策を行い、感染者の大幅な増加の抑え込みに成功した。こうした取組の成果を 

ＷＨＯや各国の専門家と情報共有できれば、国際的な感染症対策の進展の一助と

もなる。 

日本国政府は、従来から台湾のＷＨＯ総会へのオブザーバー参加を一貫して支

持し、働きかけを行ってきたが、台湾は２００９年以降、８年連続でＷＨＯ総会

へオブザーバー参加したものの、２０１７年からは参加できていない。 

昨年開催された年次総会においても、日本、米国をはじめ台湾のオブザーバー

参加を支持した国があったにもかかわらず、参加を見送られたことは誠に遺憾で

あり、豊富な知見・経験を持つ台湾が参加できないことは、防疫上、世界的な損

失である。 

ＷＨＯ憲章は、「人権、宗教、政治信条や経済的・社会的条件によって差別され

ることなく、最高水準の健康に恵まれることは、あらゆる人々にとっての基本的

人権のひとつである」と掲げている。この中には、２,３００万人の台湾の人々も

含まれているはずであり、政治的理由により台湾が排除されるものではない。 

よって国会及び政府は、関係各国、地域と連携し、台湾のＷＨＯへの継続的な

オブザーバー参加が実現されるよう、これまで以上の取組の強化を要請する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  令和   年   月   日 
  

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

外 務 大 臣 

  厚 生 労 働 大 臣 

   

   

                                           神 奈 川 県 議 会 議 長 

 

 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律を踏まえた 

速やかな財政支援を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  山 口 貴 裕 

                 同         斉 藤 たかみ 

                 同         加 藤 ご う 

                 同         田 中 信 次 

                 同         綱 嶋 洋 一 

                 同         脇   礼 子 

                 同         楠   梨恵子 

                 同         古 賀 照 基 

                 同         青 山 圭 一 

                 同         佐々木 正 行 

                 同         梅 沢 裕 之 

                 同         竹 内 英 明 

                 同         松 崎   淳 

                  

 



 

  新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律を踏まえた 

速やかな財政支援を求める意見書（案） 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律が２月１３日か

ら施行された。国及び地方公共団体は、新型インフルエンザ等のまん延により影

響を受けた事業者を支援するために必要な財政上の措置その他の必要な措置を効

果的に講じるものとされ、加えて、新型インフルエンザ等対策に協力する病院そ

の他の医療機関及び医療関係者に対する支援その他の必要な措置も講じるものと

された。 

また、併せて、国は、新型インフルエンザ等対策に関する地方公共団体の施策

を支援するために必要な財政上の措置その他の必要な措置を講じるものとされ、

新型コロナウイルス感染症の収束に向けて、効果的な感染症対策を進める上で地

方公共団体が必要とする財源の確保についての法的根拠を強化するものとなった。 

しかし、変異株の出現など憂慮すべき事象も現れる中、新型コロナウイルス感

染症の行方は予断を許さない状況であるため、地方公共団体においては間断のな

い施策の推進が求められており、法整備と一体となった速やかな財政支援が求め

られる。 

よって政府は、今後の都道府県における新型コロナウイルス感染症対策に万

全を期すため、次の対応を早急に進めるよう強く要望する。 

１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金については、必要に応じ

た予備費の活用も含め、交付金の運用弾力化と増額を機動的に行うこと。  

２ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金についても、対象拡大や弾力

的な運用を認めるとともに、速やかな交付を実現すること。  

３ この他、事業者及び医療機関等への支援が、国と地方公共団体の施策が相まっ

て幅広く効果的なものとなるよう、各種の補助金等についても必要な見直しを

行い、対策の充実を図ること。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
 

令和   年   月   日 

  

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

経 済 産 業 大 臣 

経 済 再 生 担 当 大 臣 

 

                                           神 奈 川 県 議 会 議 長 

 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

保健師の養成及び人材確保のための支援拡充を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  高 橋 栄一郎 

                 同         亀井 たかつぐ 

                 同         石 田 和 子 

                 同         高 橋 延 幸 

                 同         武 田   翔 

                 同         望 月 聖 子 

同         市 川 和 広 

                 同         しきだ 博 昭 

                 同         市 川 よし子 

                 同         菅 原 直 敏 

                 同         牧 島   功 

                 同         てらさき 雄介 

                 同         近 藤 大 輔 



保健師の養成及び人材確保のための支援拡充を求める意見書（案） 

 

 地域住民に対する健康教育や保健指導、高齢者を対象とした介護予防、児

童虐待対応、災害時の保健活動など、地域保健を取り巻く課題の多様化に伴

い、保健師に求められる役割は増加し、内容も複雑かつ高度化している。 

また、収束の兆しが見えない新型コロナウイルス感染症についても、感染

拡大防止対策において、保健師は重要な役割を担っている。感染症の拡大が

進むほど、保健所等の業務はひっ迫し、更なる保健師の確保が求められるが、

地域の保健活動に従事する人材を確保した上で、保健所等における業務のひ

っ迫を解消するために必要な人材を確保することは、非常に困難である。 

保健師が、地域住民に寄り添った活動を継続していくためには、更なる保

健師の養成及び人材確保は、喫緊の課題である。 

よって国会及び政府は、地域住民が、必要な支援を保健師から安心して受け

られるよう、次の事項について所要の措置を講じられるよう強く要望する。 

１ 保健師資格取得を促進する制度の拡充を図ること。 

２ 教育機関等による保健師養成講座の開設及び指導者確保に必要な予算措置

等を講じること。 

３ 保健師資格所有者について、看護師等の人材確保の促進に関する法律に基

づき設置されているナースセンターへの登録促進を図ること。 

４ 事業者が、労働安全衛生法に基づき選任・専属する医療職として、産業医

に加えて、保健師についても位置付け、積極的な活用により、産業保健の推

進を図ること。 

５ 知識及び技術向上の機会として、研修プログラムを拡充させるとともに、

研修の受講機会の拡大を図ること。 

６ 育児、介護等の事情により、仕事との両立に配慮を必要とする保健師のた

めに、適切な支援体制の整備を図ること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

  令和   年   月   日 

 
衆 議 院 議 長  
参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
財 務 大 臣 
厚 生 労 働 大 臣 
経 済 再 生 担 当 大 臣 

 

 神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

小児用筋電義手の普及促進を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  高 橋 栄一郎 

                 同         亀井 たかつぐ 

                 同         石 田 和 子 

                 同         高 橋 延 幸 

                 同         武 田   翔 

                 同         望 月 聖 子 

同         市 川 和 広 

                 同         しきだ 博 昭 

                 同         市 川 よし子 

                 同         菅 原 直 敏 

                 同         牧 島   功 

                 同         てらさき 雄介 

                 同         近 藤 大 輔 



 

小児用筋電義手の普及促進を求める意見書（案） 

                                      

自分の意志で握る・つかむなどの動作ができる筋電義手は、上肢欠損者にとっ

て社会復帰や社会参加に欠かせない補装具の一つであり、特に子どもの上肢欠損

者にとっては、両手での動作を可能にするだけでなく、体のバランスを整えるな

ど、成長過程での利点も挙げられる。 

しかし、筋電義手装着のための専門的なリハビリを受けられる施設が限られて

いることや、価格がおおむね１５０万円以上と高価であることなどから、欧米に

比べて、日本ではほとんど普及していない。 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に基づく公

的補助制度も存在するが、同制度では、日常生活に必要不可欠なものに限定され

ており、レクリエーションやスポーツは対象とされていない。 

しかし、子どものころから、このような活動を通じて、筋電義手を訓練し習熟

することによって、職業の選択肢も増えると考えられる。 

我が国においては、平成２６年１月に、障害者の「文化的な生活、レクリエー

ション、余暇及びスポーツへの参加」を規定する障害者権利条約を批准しており、

子どもたちの成長に不可欠なレクリエーションやスポーツ等に参加するための補

助制度が必要と考える。 

よって国会及び政府は、小児用筋電義手の普及促進を図るため、次の事項を実

施されるよう強く要望する。 

１ 訓練用のものを含め、筋電義手購入の際の自己負担額を軽減すること。 

２ 文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加に必要となる

筋電義手に対する公的補助制度を創設すること。 

３ 筋電義手の使用について臨床と工学系学術研究機関との連携を強化し、国産

の筋電義手開発を促進すること。 

４ 小児用筋電義手の訓練施設の整備を推進すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

  令和   年   月   日 

 
衆 議 院 議 長  
参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
財 務 大 臣 
厚 生 労 働 大 臣 

 

 神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

新型コロナウイルス感染症ワクチンの供給状況を踏まえた 

更なる効果的な接種体制づくりを求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  高 橋 栄一郎 

                 同         亀井 たかつぐ 

                 同         石 田 和 子 

                 同         高 橋 延 幸 

                 同         武 田   翔 

                 同         望 月 聖 子 

同         市 川 和 広 

                 同         しきだ 博 昭 

                 同         市 川 よし子 

                 同         菅 原 直 敏 

                 同         牧 島   功 

                 同         てらさき 雄介 

                 同         近 藤 大 輔 



新型コロナウイルス感染症ワクチンの供給状況を踏まえた 

更なる効果的な接種体制づくりを求める意見書（案） 

                                      
新型コロナウイルス感染症のワクチンは、我が国でも一部医療機関での先行接

種が開始され、今後順次接種が開始される見込みであり、感染拡大防止の切り札
として期待されている。 
現在のワクチンの供給量は決して充分とはいえないため、引き続きワクチン確

保に努めていくことが重要であり、国においては、限られた供給量のなかで、優
先接種の対象や順位を明確にした上で、効果的なワクチン接種が進められている
ところである。 
しかしながら、例えば、社会を支える重要な役割を担っている警察官は、治安

維持のための巡回、傷病者の一時保護など、不特定多数の人との接触が避けられ
ないが、現状では優先接種の対象とされていない。 
また、障がい者の新型コロナウイルス感染症の治療やワクチン接種等には、そ

れぞれの障がいの特性に応じた支援が必要とされる。例えば、聴覚障がい者には、
手話通訳者が、視覚障がい者には、同行援護者が、盲ろう者には、通訳介助者が
それぞれ必要である。こうした支援を行う職種に従事する人についても優先接種
が必要であるが、優先接種の順位等が明確にされていない。 
ワクチンの供給状況が見通せない中にあっては、優先接種の方向性は非常に重

要であり、治安の維持や共生社会の推進といった社会ニーズも踏まえ、こうした
社会を支える重要な職種について、優先接種の枠の中にしっかりと位置付け、都
道府県や市町村と連携しながら施策を進めていくことが求められる。 
よって国会及び政府は、社会を支える重要な職種の従事者が、早期にワクチン

接種を受け、安心して業務に当たることができるよう、次の事項について所要の
措置を講じられるよう強く要望する。 
１ 新型コロナウイルス感染症ワクチンの供給量の確保に万全を期すとともに、
接種体制の更なる充実を図ること。 

２ 警察官や障害者支援施設の従事者など、社会を支える重要職種について、役
割を整理した上で優先接種の対象とし、関係文書に明記すること。 

３ ワクチンの優先接種の第１順位である「医療従事者等」の中に、手話通訳者
など、障がい者の新型コロナウイルス感染症の治療やワクチン接種に必要な支
援を行う多様な職種の従事者についても整理し、関係文書に明記すること。 

４ ワクチンの優先接種の対象や順位が新たに位置付けられた職種の従事者に対
して効果的に情報が届き、実際の接種が進むよう、優先接種に関する地方自治
体向けの業務ガイドライン等を段階的に改定すること。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

  令和   年   月  日 

 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

  厚 生 労 働 大 臣 

 行 政 改 革 担 当 大 臣 

 経 済 再 生 担 当 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

コロナ禍における更なる失業者対策を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  柳 下   剛 

                 同         川 本   学 

                 同         永 田 磨梨奈 

                 同         菅原 あきひと 

                 同         すとう 天 信 

                 同         君 嶋 ちか子 

同         芥 川   薫 

                 同         谷口 かずふみ 

                 同         あらい 絹 世 

                 同         加 藤 元 弥 

                 同         岸 部   都 

                 同         堀 江 則 之 

                 同         曽我部 久美子 



 

コロナ禍における更なる失業者対策を求める意見書（案）  

 

新型コロナウイルス感染症の影響により、地域経済が深刻な打撃を受けている。

民間調査会社の調べによると、令和２年に全国で休廃業・解散した企業が、令和

元年比１４％増の４万９，６９８件で、平成１２年の調査開始以降最多となって

いる。今後、更に失業や雇い止めが急速に増加していくことが懸念される。 

また、本県の有効求人倍率は、厚生労働省「一般職業紹介状況」によると、令

和２年１月では１．０７倍だったが、令和３年１月では０．７５倍と大きく落ち

込み、業績悪化に伴い、企業の採用活動に影響を及ぼしていることが浮き彫りと

なっており、国民生活に大きな影を落としている。  

政府は、雇用調整助成金の期間延長・助成率の引き上げや、飲食店の取引先を

支援する給付金制度の創設等を行い、制度の拡充を図っているが、今ある雇用を

維持し、失業者を出さないこと、失業者の雇用の受け皿を確保することは喫緊の

課題である。 

よって政府は、国民の社会的不安を払拭し、生活を守るため、次の事項につい

て所要の措置を講じられるよう強く要望する。  

１ 緊急事態宣言が全国で解除された月の翌月末までとなっている雇用調整助成

金の特例措置を延長するとともに、雇用情勢を注視しながら弾力的な運用を図

ること。 

２ 緊急雇用創出事業の創設や、職業能力開発促進策の一層の拡充及び強化を図  

 り、効果的な雇用対策を行うこと。  

３ 企業が失業や雇い止めにあった労働者を雇用する場合を含め、中途・経験者・

新規採用など企業のあらゆる採用活動に対して、雇用確保のための支援を拡充

すること。 

４ 休業支援金・給付金、雇用保険失業給付等の更なる拡充、延長を図ること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和  年  月  日  

 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

経 済 産 業 大 臣 

経 済 再 生 担 当 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長  

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

商店街への防犯カメラの設置及び維持に対する財政的支援 

を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  原   聡 祐 

                 同         浦 道 健 一 

                 同         ためや 義 隆 

                 同         石 川   巧 

                 同         米 村 和 彦 

                 同         京 島 けいこ 

                 同         藤 代 ゆうや 

                 同         小野寺 慎一郎 

                 同         国 松   誠 

                 同         小 島 健 一 

                 同         相 原 高 広 

                 同         土井りゅうすけ 

                 同         たきた 孝 徳 

                  

 



商店街への防犯カメラの設置及び維持に対する財政的支援を 

求める意見書（案） 

 

 本県警察が本年２月に公表した「刑法犯等の認知・検挙状況」によると、

令和２年の刑法犯認知件数は、３万５千件余りで、減少傾向であるが、殺人、

強盗等重要犯罪については前年に比べて微増しており、重要犯罪が刑法犯認

知件数に占める割合は増加している。また、本県の令和２年度県民ニーズ調

査では、「犯罪がなく安心してくらすために最も重要だと思うもの」として

「防犯カメラなどの防犯設備の整備」が１位となっており、防犯カメラへの

県民の関心も高い。 

地域生活を支える基盤の一つである商店街は、商品やサービスの提供の場

であるとともに、コミュニティの拠点として、地域の防犯を担う中心的な役

割を果たしている。地域の防犯対策の中でも、防犯カメラの設置は、被害の

未然防止や犯罪発生時の的確な対応に有効であることから、地域の安全・安

心を確保する手段として、多くの地方公共団体において設置工事等に要する

費用を支援している。 

本県においても、「地域防犯力強化支援事業費」を計上し、地域が行う防

犯カメラの設置を支援しているところであるが、自治会や町内会を広く対象

としており、必ずしも商店街のみを対象としているわけではない。 

一方、国においては、平成２４年度に中小企業庁が「商店街まちづくり事

業（補助金）」により、防犯カメラの設置を希望する商店街に対する補助事

業を開始したが、平成２５年度を最後に予算措置されていない。 

よって政府は、犯罪のない安全・安心なまちづくりを更に推進するため、

犯罪予防に高い効果のある商店街への防犯カメラの設置及び維持に対する

財政的支援を行うよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和   年   月   日 

 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

経 済 産 業 大 臣 

国家公安委員会委員長   

中 小 企 業 庁 長 官   

 

                                          神 奈 川 県 議 会 議 長   

 

殿 

国家公安委員会委員長 

中 小 企 業 庁 長 官 



意 見 書 案 提 出 書 

 

高等学校におけるＩＣＴ環境の整備を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  河 本 文 雄 

                 同         石 川 裕 憲 

                 同         大 村   悠 

                 同         須田 こうへい 

                 同         神 倉 寛 明 

                 同         池 田 東一郎 

同         新 堀 史 明 

                 同         中 村 武 人 

                 同         渡 辺 ひとし 

                 同         北 井 宏 昭 

                 同         小 川 久仁子 

                 同         作山 ゆうすけ 

                 同         長 田 進 治 



 

高等学校におけるＩＣＴ環境の整備を求める意見書（案） 

                                      

国は、「ＧＩＧＡスクール構想」における学校教育でのハード・ソフト・人材を

一体とした整備を加速することで、災害や感染症の発生等により、学校が臨時休

業等となった場合でも、ＩＣＴを活用し、すべての子供たちの学びを保障できる

環境を早急に実現するため、令和２年度の補正予算において、児童・生徒に対す

る端末整備の支援を行った。 

この補正予算は、１人１台端末の早期実現のため、令和５年度に達成するとさ

れている義務教育段階における端末整備の前倒しを支援することとしており、既

に、令和元年度に補正予算が措置されたものと併せ、小・中学校すべての学年に

対して整備が行われることになった。 

しかし、高等学校については、国の補助対象は校内ＬＡＮ等のネットワーク環

境の整備等に限定されており、１人１台端末の整備は対象外となっている。 

このため、端末整備が進む義務教育段階と高等学校段階との間に格差が生じる

ことが懸念されることから、高等学校段階でも義務教育段階と同様の整備が急務

である。 

よって国会及び政府は、「ＧＩＧＡスクール構想」の実現に向けて、次の事項を

実施されるよう強く要望する。 

１ 義務教育段階との差が生じないよう、「ＧＩＧＡスクール構想」における端末

整備支援について、高等学校段階における１人１台端末の整備等を早急に位置

付け、十分な財政措置を行うこと。 

２ 端末整備に併せて、ソフトウェア購入の経費や大型提示装置などの周辺機器

の整備費用、ネットワーク及び端末整備後の機器の保守管理等維持に係る経費、

更新時の費用について、継続的かつ十分な財政措置を行うこと。 

３ 児童・生徒に貸出可能なモバイルＷｉ-Ｆｉルータなどの可搬型通信機器を学

校に一定程度整備する「家庭学習のための通信機器整備支援事業」については、

家庭等でのＬＴＥ利用料について、補助対象として十分な財政措置を行うこと。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

  令和   年   月   日 

 
衆 議 院 議 長  
参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
財 務 大 臣 
文 部 科 学 大 臣 
教 育 再 生 担 当 大 臣 

 神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

離婚後の子育てについて条件整備と慎重審議を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  井 坂 新 哉 

                 同         君 嶋 ちか子 

                 同         上 野 たつや 

同         大 山 奈々子 

                  



離婚後の子育てについて条件整備と慎重審議を求める意見書（案） 
                                      
父母の離婚後の子育てについて、厚生労働省の「平成２８年度全国ひとり親世

帯等調査結果報告」によると、養育費の支払いを「現在も受けている」母子世帯
の割合は２４．３％、「現在も面会交流を行っている」母子世帯は２９．８％にと
どまっており、離婚後の子育てについて、経済的困難への支援や、養育について
の条件整備が必要な状態である。 
このような中、本年２月１０日に「子の利益の確保等の観点から、離婚及びこ

れに関連する制度に関する規定等を見直す必要がある」として、法務大臣から法
制審議会に諮問が発せられた。 
諮問に先立ち、法務省も関係省庁の一つとして参加している公益社団法人商事

法務研究会主催「家族法研究会」は、養育費、共同親権、面会交流などについて、
調査・報告を行っている。 
養育費については、取決め及びその履行を促進させる方策が必要であると同時

に、雇用の確保、保育園の優先入所、安価で良質な公営住宅の供給などの他の支
援策も求められており、法整備とともに、より迅速な政策的対応が必要である。 
共同親権については、そもそも親権の法的性質という点でも様々な意見があり、

親権と監護権の問題の未整理なども指摘されている。前述の「家族法研究会」が
本年２月にまとめた「家族法研究会報告書」によると、「父母の離婚後の子の養育
に関する制度的在り方に関し、一定の方向性を示すことまでは困難」として、拙
速な判断を退けている。共同親権の検討の際には、これらの整理が必要であり、
慎重な審議が望まれる。 
面会交流については、母子世帯が面会交流の取決めをしない最多理由が「相手

と関わり合いたくない」（２５．０％）であり、また「子どもが会いたがらない」、
「面会交流によって子どもが不安定になる」などの状況が、先の調査結果報告に
も示されている。面会交流が離婚後のＤＶや児童虐待の場となった例や、面会交
流をめぐって殺人に至ったとの報道もある。 
当事者の相談などを受けている専門家からは、「専門的な面会交流支援団体の関

与」、「安全性が確保された面会交流の場」などの必要性が指摘されている。これ
らから、面会交流は一律の義務化などによるのではなく、あくまでも子どもを含
む当事者間の合意を基本とし、かつ安全性確保などの条件整備が必要な段階と考
える。 
よって、国会及び政府は、離婚後の子育てについて、次の事項を実施されるよ

う強く要望する。 
１ 養育費については、取決めと履行を促進させるとともに、生活を支える他の
支援策を強化すること。 

２ 共同親権・面会交流については、慎重に議論すること。とりわけ面会交流に
ついては、意思の尊重・支援体制の確立・安全性確保のための施策を充実させ
ること。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

  令和   年  月  日 
 

衆 議 院 議 長 
参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
法 務 大 臣 
厚 生 労 働 大 臣 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

父母の離婚後の子育てに関する制度の改善を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  国 松   誠 

                 同         原   聡 祐 

                 同         綱 嶋 洋 一 

                 同         芥 川   薫 

                 同         加 藤 ご う 

                 同         大 村   悠 

                 同         永 田 磨梨奈 

                 同         高 橋 延 幸 

                 同         田 中 信 次 

                 同         田 中 徳一郎 

                 同         藤 代 ゆうや 

                 同         細 谷 政 幸 

 同         杉 本   透 

                  

 



 

父母の離婚後の子育てに関する制度の改善を求める意見書（案） 

                                      

厚生労働省の「平成３０年我が国の人口動態」によると、未成年の子どもがい

る夫婦の離婚件数は、昭和４０年代と比べて倍増しており、平成２８年時点では、

親が離婚をした未成年の子どもの数は約２２万人となっている。 

そのような子どもの利益を守る観点から、平成２４年に民法が改正され、父母

が協議上の離婚をする際に、協議で定めるべき子どもの監護に関する事項として、

「父又は母と子との面会及びその他の交流」及び「子の監護に要する費用の分担」

とともに、「子の監護について必要な事項は、その協議で定める。この場合におい

ては、子の利益を最も優先して考慮しなければならない。」旨が明示された。 

しかしながら、父母の離婚後の子どもの養育に関して、厚生労働省の「平成２８

年度全国ひとり親世帯等調査結果報告」では、養育費を受けている割合は母子世

帯で約２４％、面会交流のやり方を取り決めている割合は母子世帯で約２４％、

父子世帯で約２７％にとどまっている。養育費の不払いは母子世帯の貧困の要因

となり、また、面会交流を阻害することは、子どもの健全な成長の妨げとなりか

ねない。 

さらに、我が国では単独親権制度を採用しており、親権の決定では、監護の継

続性が重視されることから、親権取得のため、婚姻中に一方の親が子どもを連れ

去って別居させ、その後の面会交流を拒絶してしまうことで、親権を強引に取得

してしまうケースもある。 

父母の離婚後における適正な養育費の支払い、面会交流の拡充及び親権制度に

関して、諸外国で採用されている共同親権制度導入の可否等、子どもの養育の在

り方については、関係省庁が参加する家族法研究会の場でも調査・検討されてき

ている。そして、本年２月には、法務大臣が法制審議会に、これらの諸課題に関

連する制度の見直しを諮問したところである。 

よって国会及び政府は、父母の離婚によって生じる諸課題を解消し、子どもが

健全に成長できる環境を実現するために、父母の離婚後の子育てに関する諸施策

を拡充されるよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

  令和   年  月  日 

 

衆 議 院 議 長 
参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
法 務 大 臣 
厚 生 労 働 大 臣 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

ＰＣＲ検査の抜本的な拡充を国に求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  井 坂 新 哉 

                 同         君 嶋 ちか子 

                 同         上 野 たつや 

同         大 山 奈々子 

                  



 

ＰＣＲ検査の抜本的な拡充を国に求める意見書（案） 

 

１都３県の緊急事態宣言が３月２１日で解除された。本県では感染の下げ止ま
りが続き、変異株の患者も増加するなど、感染の再拡大の危険をはらむ緊迫した
状態が続いている。 
解除にあたっては、感染の再拡大を封じ込めるために、政府の基本的対処方針

が３月５日に続き１８日にも改正され、モニタリングの体制強化と変異株の検査
割合の引き上げ等が示された。現在、高齢・障がい者入所施設における従事者へ
の一斉定期的な検査が３月末を目処に行われている。 
しかし、医療機関の従事者、高齢者・障がい者施設の通所、訪問系の従事者及

び入院、入所者は対象になっていない。 
既に、保育施設の従事者や医療機関の入院者、感染集積地での網羅的、面的検

査を始めている自治体があるが、多くの自治体は検査の費用負担が重く、実施に
踏み出せていないというのが実態と思われる。 
また、政府の新型コロナウイルス感染症対策分科会の尾身茂会長は、２月４日

の衆議院予算委員会に参考人として出席し、緊急事態宣言を解除した後の都道府

県で最も大事なこととして「感染のリスクの高いところを中心に、無症状者に焦
点を合わせた検査をすることによって、リバウンド（再拡大）を防ぐ」ことだと
述べた。 
今後、ワクチン接種が進んでも、感染が収束するまでには長い時間がかかると

いうのが多くの専門家の見解であり、感染力の高いと言われる変異株や抗体が十

分にない変異株の出現も警戒が必要である。新規感染者が一定減少している今こ
そ、検査を強め、無症状感染者をいち早く見つけ保護することが感染を封じ込め
る重要な対策である。 
よって国会及び政府は、全額国費で医療機関の従事者、高齢・障がい者の通所、

訪問系の従事者及び入院・入所者・利用者にＰＣＲ検査を実施し、さらに、安心
して子どもに向き合うことができるよう保育園、幼稚園、学校の従事者の検査と、
感染が集積している地域での面的検査についても、全額国費で検査を実施するよ
う強く要望する。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  令和   年   月   日 

 
衆 議 院 議 長 
参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

  文 部 科 学 大 臣 

 厚 生 労 働 大 臣 

 行 政 改 革 担 当 大 臣 

 経 済 再 生 担 当 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

新型コロナウイルス感染症の検査体制の整備に向けた支援拡充 

を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  国 松   誠 

                 同         原   聡 祐 

                 同         綱 嶋 洋 一 

                 同         芥 川   薫 

                 同         加 藤 ご う 

                 同         大 村   悠 

                 同         永 田 磨梨奈 

                 同         高 橋 延 幸 

                 同         田 中 信 次 

                 同         田 中 徳一郎 

                 同         藤 代 ゆうや 

                 同         細 谷 政 幸 

 同         杉 本   透 

                  

 



 

新型コロナウイルス感染症の検査体制の整備に向けた 

支援拡充を求める意見書（案） 

                                      

我が国で新型コロナウイルス感染症患者が最初に確認されてから１年以上が経過す

る現在においても、いまだに収束の兆しが見られず、多くの人の日常生活や経済活動な

どに様々な制約が生じている。 

新型コロナウイルス感染症拡大の防止に有効な手段として、多くの人々が期待を寄せ

ている新型コロナウイルスのワクチンが、国民全体に行きわたるには一定の期間が必要

であり、ワクチンを接種しても、新型コロナウイルスに感染しないとは限らないため、

引き続き徹底した感染予防対策が重要である。 

また、現在、より感染力が強いとされる新型コロナウイルスの変異株が各地で確認さ

れており、その影響が懸念されているところである。このため、これまで以上に検査体

制の整備が必要であり、特に、変異株の検出が可能な精度の高いＰＣＲ検査の導入は非

常に重要である。 

変異株によるクラスターの発生等による感染拡大を防止するためには、感染リスクに

応じた積極的な検査の実施による早期探知や、積極的疫学調査の実施による感染経路の

究明など、効果的な感染拡大防止策を推進していくことが不可欠である。 

また、国は、重症化リスクの高い高齢者施設等に対する検査について、都道府県等に

対し、高齢者や障がい者の入所する施設の従事者がＰＣＲ検査を集中して受検できる体

制を支援するよう要請しているところであるが、今後は、現在対象となっていない訪問

系業務の従事者や施設の入院・入所者、利用者など、検査対象を拡大すべきである。 

よって国会及び政府は、新型コロナウイルス感染症の早期収束を図るため、次の事項

について所要の措置を講じられるよう強く要望する。 

１ 地域の実情に応じた大規模なＰＣＲ検査の実施、変異株が検出可能な精度の高いＰ

ＣＲ検査の導入等に必要な財政的支援、検査件数の増加に対応した検査用資材の安定

供給に係る支援など、検査機関の機能強化に必要な支援を拡充すること。 

２ 全額助成となるＰＣＲ検査の対象者を拡大するとともに、全額助成の対象とならな

い検査希望者についても、検査費用の一部を助成すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  令和   年   月  日 

 

衆 議 院 議 長 
参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

  厚 生 労 働 大 臣 

 行 政 改 革 担 当 大 臣 

 経 済 再 生 担 当 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

今夏の東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催中止 

を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ３ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  嶋 村 ただし 殿 

 

                 神奈川県議会議員  井 坂 新 哉 

                 同         君 嶋 ちか子 

                 同         上 野 たつや 

同         大 山 奈々子 

                  



 

今夏の東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の 

開催中止を求める意見書（案） 

 

新型コロナウイルスの感染が世界的に拡大し、感染力がより強いとされる変異株も発生し

ている状況にある。 

そういった中で、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京２０

２０大会」という。）の開催についての各種世論調査が行われ、その調査結果の多くは「中止」

と「再延期」を求める声が合計で８割を超えるというものであった。今夏の東京２０２０大

会の開催は、客観的に見ても、いくつもの重大な問題点を抱えている。 

第一に、一部の国でワクチンの接種が始まったものの、世界保健機関（ＷＨＯ）の専門家

は、集団免疫について、２０２１年中に、世界全体の人が守られる水準となることはない旨

を述べており、ワクチンによる集団免疫の獲得を頼りに開催を展望することはできない。 

第二に、アスリートが願っているフェアな大会という点では、各国の感染状況の違いによ

ってアスリートが置かれている練習などの環境に大きな格差が生じることになり、ワクチン

の接種でも先進国と途上国の間で格差が生じているため、「アスリート・ファースト」という

立場からも、開催できる状況ではない。 

第三に、開催期間中に必要とされる医療従事者は、熱中症対策だけでも５千人とされてお

り、これにＰＣＲ検査などのコロナ対策に必要とされる医療従事者を加えると、それをはる

かに上回る人員が必要となる。今夏、多数の医療従事者を医療現場から引き離して、東京２

０２０大会に振り向けることは、とても現実的ではない。 

これらの問題点を考慮するならば、今夏の東京２０２０大会の開催は中止し、日本と世界

のあらゆる力をコロナ収束に集中すべきである。 

オリンピック憲章は「オリンピズムの目的は、人間の尊厳の保持に重きを置く平和な社会

の推進を目指すために、人類の調和のとれた発展にスポーツを役立てることである。」と明記

しており、安全で安心な環境の確保が難しい現状での開催はオリンピック憲章に相いれない。 

よって政府は、「開催ありき」の立場を改め、東京都や大会組織委員会、国際オリンピック

委員会（ＩＯＣ）などと「開催中止の協議」を開始するよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和   年  月  日 
 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
文 部 科 学 大 臣 
東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会担当大臣 
ス ポ ー ツ 庁 長 官 

 
 

神 奈 川 県 議 会 議 長 

殿 


